精神保健指定医研修会報告書　　　　　　　　　　　　　
平成31年1月13日　東京コンフェレンスセンター・品川
田名部　茂
1． 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律と精神保健福祉行政の現状
厚生労働省　社会・援護局　障害保健福祉部　精神・障害保健課長　　得津　馨氏
　精神保健指定医、精神医療審査会、指定医申請等に係る留意事項、措置入院の運用の関するガイドライン、地方公共団体による精神障碍者の退院後支援に関するガイドライン、精神保健医療福祉の現状、障碍福祉計画、医療計画、依存症対策、公認心理士、自殺対策、心神喪失者等医療観察法についての講義があった。
2． 心神喪失者等医療観察法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡山県精神科医療センター　　来住　由樹氏
　医療観察法で重視される3要因として、「疾病性・治療反応性・社会復帰阻害要因」を中心に、医療観察法の医療が適切かどうかを判断される。課題としては、不処遇決定の中身の検証が必要なこと、本法の効果判定が必要であることが挙げられる。同院での治療プログラムのイメージとしては、治療的雰囲気の維持・医療の質の担保・自分の位置確認（①必要な治療を行います　②病気と対象行為の関係について理解します　③病気について勉強します　④地域で安心して暮らす準備をします　の3つを理解させて、何の目的で入院したかを理解させる）を、柱にしている。入院の長期化要因（帰住先が決まらない、通院先が決まらない、地域の不安が強い、キーパーソンの不在）に対する方策としては、入院早期からの地域調整、地域への外出泊を目的指向的に積極的に実施する。地域移行後の支援体制としては、指定通院医療機関での通院・デイケア・訪問看護・救急対応と、保護観察所・ケースマネジメント・訪問・再入院申請、行政福祉機関・日中活動就労・就労訪問・経済福祉支援・地域調整が必要である。
3． 精神障碍者の人権と法
　　　　　　　　　　　　東京アドヴォカシー法律事務所　弁護士　　池原　毅和氏
　精神保健指定医の基本的役割、指定医に期待されていること、精神医療における人権と法などの講義があった。
4． 精神障碍者の社会復帰及び精神障碍者福祉
　　総合病院　国保旭中央病院　神経精神科・児童精神科　主任部長　　青木　勉氏
　旭中央病院モデルの経験から、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの紹介があった。医師・看護師・作業療法士・精神保健福祉士・臨床心理士・アウトリーチ・相談支援事業所による多職種の、退院までの取り組みの流れが話された。退院を意識した個別支援と関係作りでは、作業療法士が中心となり、外出やイベントなどの機会を利用して退院を意識した個別支援と、他職種と本人の関係作りがあり、住居の確保・サービスの調整では、PSWが中心となり、御家族とアパート探し、福祉サービスや年金額改定請求などをご本人に提案・手続き支援する。日常生活指導では、病棟スタッフの退院に向けた声掛け・関わりがあり、アウトリーチではコミュニテイメンタルヘルスチームに介入を依頼し入院中から支援に入ってもらい関係をつくる。地域の相談窓口は地域相談支援事業所にも相談することで地域で相談できる人をつくる。
5． 事例研修（パネルディスカッション）
神奈川県立こども医療センター児童思春期精神科　　庄　紀子氏
　児童精神科領域および神経性無食欲症における法律上の課題について、症例をもとに話し合った。父母が本人の望まない治療を拒否し、治療継続に難渋した例であり、検討事項として、①医療ネグレクトと言えるか　②17歳、高校2年という年齢をどう考えるか　③患者からの攻撃を恐れて同意者にならない家族の場合、拒食という書状は措置入院の対象となる可能性があるのか、などの論点について、行政・法律・医療の代表者の意見を聞いた。
